
長期的な成長戦略は?

当社は、「デジタル化社会の発展に不可欠な次世代社会
インフラを提供する企業」という長期ビジョンを掲げて
います。このセクションでは、その全体像と、実現に向
けた技術的なさまざまな取り組みを、エンジニアでは
ない方にも分かりやすく紐解きます。
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「デジタル化社会の発展に不可欠な次世代社会インフラを提供する企業」へ
「AI共存社会」の実現に向けた課題

2022年11月に対話型の人工知能「ChatGPT」が公開されて以降、生成AIの浸透が急速に進
んでいます。当社は、AIがさまざまな製品やサービスに組み込まれることにより、人々が便利
で快適な生活を享受できる「AI共存社会」の到来を予見しています。
一方で、AIの利用には、データセンターでの膨大なデータ処理や電力消費を伴います。右の

グラフは国内のデータ処理需要の見通しを示しており、生成AIの普及を背景に、2030年には
2020年の300倍以上のデータ処理と、それに応じた莫大な電力需要が生じると予想していま
す。今後「AI共存社会」と「持続可能な社会」を両立していくためには、この必要な電力需要を温
室効果ガスを排出しない再生可能エネルギーで賄っていかなければなりません。また、AIの利
用に係る膨大なデータを処理するデータセンターは、現在東京と大阪に集中しています。今後、
AIの利用拡大によりデータセンターが増え続けると、電力の需要がひっ迫し、大規模な停電の原
因になり得ます。

「次世代社会インフラ」の構築による課題解決
このような課題を解決するため、当社は2023年5月に長期ビジョンとして「デジタル化社会
の発展に不可欠な次世代社会インフラを提供する企業」となることを発表しました。この長期ビ
ジョンは、各地域で生産した再生可能エネルギーを各地域のデータセンターで消費する、サステ
ナブルな分散型のAIデータセンターの構築などを目指したものです。当社は、これを通じて「AI

共存社会」を支える不可欠な存在となり、持続可能な社会の実現と企業価値の向上を目指してい
ます。

（「次世代社会インフラ」の全体像や実現に向けた技術戦略については、  P22をご参照ください。）

日本のデータ処理需要と必要な電力

［エクサFLOPS］
*エクサ ：10の18乗（1エクサ=100京）
*FLOPS： コンピューターの処理能力の単位 

1秒間に浮動小数点演算を何回で
きるかという能力

（出所） 第5回 半導体・デジタル産業戦略検討会議（経産省）およ
び各種公開情報より当社推計

* 必要電力量 ＝ 必要計算能力からデータセンターに割り戻し
て計算。PUE（電力使用効率）1.2前提。大型火力 ＝ 700MW2030年
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現在のインフラの構造的課題

現在 次世代社会インフラ
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当社が構築を目指す「次世代社会インフラ」

超
分
散
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
基
盤

（xIPF

）

北海道苫小牧
AIデータセンター

All optical network

次世代光伝送装置

基幹ネットワーク

Regional Brain

MEC AI-RAN

大阪堺AIデータセンター

Brain DataCenter

AI計算基盤 量子
コンピューター

SoftBank Corp.   Integrated Report 2025 20
長期ビジョン



長期ビジョン実現に向けたロードマップ
当社は、長期ビジョンの実現に向け、10年間を下記の図の通り3つのフェーズに分けて取り

組みを推進しています。
第1フェーズでは、中期経営目標の達成に向けた取り組みやDXビジネスの推進と並行して、

さまざまな技術開発に取り組んできました。この期間には、次世代社会インフラに必要な基盤
技術の特定や先端技術研究所の新設を行い、体制の強化を実施しました。

第2フェーズでは、この期間を中期経営計画の期間と位置付け、通信料値下げで影響を受け
た事業基盤の再構築を図るとともに、DXビジネスの拡大と次世代社会インフラの事業化に向
けた技術実装を推進しています。
そして、第3フェーズにおいては、さらに事業を成長させるとともに、次世代社会インフラ基
盤を完成させ、長期ビジョンの実現と持続的な成長へとつなげていきます。

長期ビジョン
実現

第1フェーズ

中期経営目標の達成

デジタル化（DX）の推進

必要となる技術の研究開発

［ 2021～2022年度 ］

第2フェーズ

事業基盤の再構築

DXの事業拡大

事業化に向けた技術の実装

［ 2023～2025年度 ］
中期経営計画

第3フェーズ
［ 2026～2030年度 ］

さらなる事業成長

次世代社会インフラの
基盤の完成

SoftBank Corp.   Integrated Report 2025 21
長期ビジョン



「AI共存社会」を支える「次世代社会インフラ」の実現に向け研究開発を推進
当社は、AIがさまざまな製品やサービスに組み込まれることで、人々が便利で快適な生活を

享受できる「AI共存社会」の到来を予見しています。一方で、AIの利用には膨大なデータ処理や
電力消費を伴います。この課題を解決する「次世代社会インフラ」の実現と企業価値の向上に向
けて、当社が推し進めている技術戦略の概要やその進捗を説明します。

「次世代社会インフラ」の全体像

AIの生み出す膨大なデータ処理需要に応える大規模なデータセンター「Brain DataCenter」
（  P23）や中規模なデータセンター「Regional Brain」を分散して配置します。そして、この
「Brain DataCenter」には、AI計算基盤（  P25）や量子コンピューター（  P24）を備える予定で
す。これらのデータセンターは、各地域で発電した再生可能エネルギーを各地域のデータセン
ターで消費する「地産地消型」のサステナブルなデータセンター（グリーンデータセンター）にし

たいと考えています。
さらに、米NVIDIAの最先端スーパーチップを携帯電話基地局に導入することにより、

「MEC*1」の効率的な配置と「AI-RAN*2」の両立を実現していきます（  P29）。
また、各地域に物理的に分散したデータセンターを並列で稼働させ、仮想的に一つのデータ
センターのように動かす「超分散コンピューティング基盤」（  P23）を導入する予定です。
加えて、分散したデータセンター間をつなぐ、省電力で低遅延・大容量のネットワーク 「All 

optical network」（  P24）をすでに全国で展開しています。
当社には、これまで培ってきたデータセンターや通信ネットワークに係る専門知識、生成AI開

発に携わってきた人材、通信インフラを運営するために蓄積してきたセキュリティに係るノウハ
ウがあります。これらを発展させることで「次世代社会インフラ」を構築し、中長期的な企業価値
の向上につなげていきます。

次世代社会インフラの全体像

*1 MEC：Multi-access Edge Computingの略称。自動運転やロボットなどのリアルタイム処理が求められる機器の近くに設置された計算基盤
*2 AI-RAN：アンテナ設備や基地局などで構成される無線アクセスネットワーク（RAN：Radio Access Networkの略称）とAI処理基盤を融合したもの

北海道苫小牧
AIデータセンター

All optical network

次世代光伝送装置

基幹ネットワーク

超分散
コンピューティング基盤

（xIPF）

大阪堺AIデータセンター
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AI計算基盤 量子
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「北海道苫小牧AIデータセンター」の構築

当社は2023年11月に、「Brain DataCenter」の一つとなる「北海道苫小牧AIデータセン
ター」の構築を発表しました。同データセンターは、北海道内の再生可能エネルギーを最大限活
用する予定であり、「地産地消型」グリーンデータセンターのモデルケースとなります。当社は、
2026年度に同データセンターの第1期の工事完了および開業を目指しており、開業時点では50

メガワット規模となる見込みです。その総事業費は約650億円を予定しており、そのうち最大
300億円については、経済産業省の補助金を受けることになっています。
同データセンターは、自社の生成AIの開発やそ

の他のAI関連事業で使用するほか、大学や研究機
関、企業にも幅広く提供し、高まるAI関連の利用
ニーズなどに応えていきます。
将来的には、受電容量を最大300メガワットま

で拡大させ、国内最大級のデータセンターを目指
します。

「大阪堺AIデータセンター」の構築

2025年3月、当社は大規模なAIデータセンターの構築に向けて、大阪府堺市にあるシャープ ㈱
の液晶パネル工場関連の土地や建物などを約1,000億円で同社より取得しました。同工場関連
の土地や建物、電源設備、冷却設備などを譲り受けることで、データセンターの早期構築を図り、
受電容量約150メガワット規模のAIデータセンターを2026年中に稼働させることを目指しま
す。将来的には、受電容量250メガワット超の規模まで拡大させる見込みです。
当社は、このAIデータセンターを生成AIの開発やその他のAI関連事業に活用するほか、社外

からのさまざまな利用ニーズに応えるため、大学
や研究機関、企業などに幅広く提供します。また、
AIデータセンターを中心とした産業集積地構想の
モデルケースの構築に取り組み、AIを活用して、
第一次産業をはじめとするさまざまな産業の課題
解決や高度化を目指します。また、環境への負荷
が少ないデータセンターとして、カーボンニュー
トラル化も推進していきます。

全て
再生可能

エネルギーで
運営

「超分散コンピューティング基盤」の開発

当社では、「超分散コンピューティング基盤」の研究開発を進めています。これは、北海道をはじめとする各地域に分
散配置されたデータセンターを、仮想的に一つのデータセンターのように動かすことができるプラットフォームです。
この実現により、それぞれのデータセンター内でデータが独立して存在する状態（いわゆる「サイロ化」）が解消され、
利便性が向上します。さらに、自然災害等でデータセンターが被害を受けた場合でも、重要なデータの破損や消失のリ
スクを減らすことができます。
また、このプラットフォームは、企業・政府や地方自治体・大学などが持つデータと連携するほか、IoTデバイスやセン
サーなどからのデータとも連携する見込みです。それらの情報をプラットフォーム上で一体的に取り扱うことで、DXに
よる社会の全体最適化につながると考えています。例えば、自動運転やスマートシティなどの実現や、道路建設・都市
計画・防災対策などの多くの領域でのシミュレーションには膨大なデータ連携が必要となるため、このプラットフォーム
が幅広く利用されると見込んでいます。また、この基盤上で、AI機能（例えば、生成AI機能や量子計算機能など）を搭載
した自社開発のクラウドサービスを法人顧客向けに展開したいと考えています。これらの利用を通じて、プラットフォー
ムの定額利用料や、API（アプリケーション・プログラミング・インターフェース）を利用した都度課金されるAPI利用料な
どの収益機会につながると期待しています。

超分散コンピューティング基盤（xIPF）

Edge Computing
（MEC）

Regional Brain

Brain 
DataCenter

全国のデータ処理を
統合・平準化DXによる社会の全体最適化へ

複数の計算基盤を
並列で稼働

サイロ化された
データの統合

第1期工事完了・開業予定：2026年度
300メガワット（国内最大級）に向けて順次拡大予定

電源設備や冷却設備等の転用で
AIデータセンターの早期展開を目指す
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「量子・スパコン連携プラットフォーム」の研究開発

当社は、前述のような自動運転やスマートシティの実現や、さまざまなシミュレーションに伴
う膨大なデータ処理需要に対応するため、将来的には「Brain DataCenter」に量子コンピュー
ターを備えたいと考えています。
量子コンピューターは、量子力学を応用することで、従来のコンピューターより高度な計算を

より短期間で行うことが可能となるため、当社として非常に注目しています。
しかし、現時点では量子コンピューター単体での利用について、規模の拡大や計算精度の確
保などに多くの技術的な課題があります。そのため、実用の早期化に向けて、スーパーコン
ピューターと組み合わせて活用することが有望視されています。
「量子・スパコン連携プラットフォーム」の研究開発では、まず量子コンピューターとスーパー
コンピューターを連携させるソフトウエアを開発します。その後に、多様な量子コンピューター
とスーパーコンピューターを組み合わせて運用するためのプラットフォームの構築とアプリケー
ションを開発します。これらを通じて、量子コンピューター実用の早期化に取り組んでいきます。
この研究開発は、世界屈指の実力を持つスーパーコンピュータ「富岳」を開発した理化学研究
所と共同で進めているものです。また、この研究開発は経済産業省と新エネルギー・産業技術
総合開発機構（NEDO）が公募した開発テーマとして採択され、委託事業として研究開発に関わ
る必要経費が全額カバーされています。

「All optical network」の全国展開

当社は2023年10月に、全国伝送網のコア領域で、「All optical network」の展開を完了しま
した。この展開により、膨大なデータを取り扱うための全国伝送網の大容量化を実現するととも
に、省電力かつ低遅延のネットワークが実現しました。
このネットワークの最大の特徴は、光技術を用いることで消費電力を従来の10分の1にでき
たことです。その仕組みの概略を説明します。
従来のネットワークでは、データが送信元から受信元に辿り着くために複数のルーターを経
由していました。その際に光信号と電気信号の変換が何度も行われており、多くのエネルギー
ロスが発生していました。しかし、「All optical network」では、ネットワーク内で光信号から電
気信号に変換することなく通信が行えるようになったため、消費電力の大幅な削減につながり
ました。
このネットワークの実用化により、「Beyond 5G／6G」や「次世代社会インフラ」で増大が見
込まれるデータ通信需要を満たしつつ、消費電力と電気代などのコストを抑えることが可能に
なりました。

「量子・スパコン連携プラットフォーム」の開発

スパコン連携による
メリット

スーパーコンピュータ 「富岳」 量子コンピューター

量子・スパコン
連携プラットフォーム

エラー緩和・
エラー抑制

アルゴリズム最適化・
計算分割

スパコンと協調した
計算・制御

All optical networkの特徴

従来 All optical network

ネットワーク内で複数回の
光電変換が必要

エネルギーロスが発生

従来の
基幹ネットワーク

All optical
network

ネットワーク内で光電変換不要
消費電力を大幅に削減

（最大90%削減）

電気
信号

光
信号

光
信号

電気
信号

電気
信号

送信 受信

電気
信号 光信号 電気

信号
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ソフトバンクは、グループの総力を結集して国産大規模言語モデル（LLM）の 
開発に取り組んでいます。2024年度には4,600億パラメーターの基盤モデル
「Sarashina」を完成させ、現在はその知見を生かしたモデル「Sarashina mini」
の社内トライアルを進めるなど、商用化に向けた動きを加速させています。国産
LLM開発の最前線を率いるSB Intuitions 代表取締役社長 兼 CEOの丹波 廣寅
が、開発の現在地とその競争優位性、そして、このAI戦略がソフトバンクの企業
価値向上にどうつながるのか、について説明します。

開発状況と商用化に向けた期待

Q   2024年度に4,600億パラメーターのLLMを開発しましたが、 
この成果をどのように受け止めていますか?

この基盤モデルの開発は、日本のAI開発の未来を支える、重要な礎を築く取り組みだと受け止
めています。今日のAI開発では、まず非常に高性能で大規模な「先生」役のAIを開発します。こ
の「先生」役のAIは、膨大な知識を持つ一方で、動作させるには多くの計算資源と電力を必要と
します。そのため、日常的な業務で利用するにはコストや応答速度の面で課題があります。そこ
で、この「先生」役のAIが持つ知識の中から、より軽量で高速に動作する省電力な「生徒」役のAI

を開発します。実際に多くのお客さまにご利用いただくのは、この最適化された「生徒」役のAI

です。

SB Intuitions㈱ 
代表取締役社長 兼 CEO

丹波 廣寅

ソブリンAIを成長ドライバーに：
国産LLM開発がもたらす、ソフトバンクの次なる飛躍

  国産生成AI開発責任者インタビュー
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つまり、高性能な「生徒」を生み出し続けるためには、その源泉となる、より優れた「先生」が不
可欠です。もし他国の「先生」に依存した状態であれば、ライセンスや規制の変更などによって、
ある日突然、開発の自由が奪われるリスクを抱えることになります。SB Intuitionsが4,600億
パラメーターという大規模な基盤モデルの開発に挑戦したことには、こうした背景があり、日本
が独自のAI生態系を将来にわたって構築していくために不可欠な一歩だったと捉えています。

Q   700億パラメーターの「Sarashina mini」を開発しましたが、 
その戦略的な意図はどこにありますか?

AIの社会実装を加速させることに加え、将来のLLMのさらなる高度化につなげることが、こ
のモデルを開発した戦略的な意図です。
まず、応答の速度、回答の正確性、コストのバランスが取れたモデルは、多くの顧客企業がAI

を実装していく上で不可欠です。「Sarashina mini」は、先に開発した大規模な基盤モデルが持
つ高水準の性能を可能な限り維持しつつ、「蒸留」*などの技術を用いて、多様なニーズに応えら
れるよう最適化したものです。
しかし、このモデルの役割はそれだけではありません。「Sarashina mini」は、優秀な「生徒」
であるとともに、それ自体が次世代のAIを生み出すための重要な構成要素にもなります。具体
的には、得意分野の異なる700億パラメーターのモデルを複数組み合わせ、いわば「専門家集
団」として、さらに強力なAIへと進化していきます。この「専門家集団」を継続的に学習させる手
法で、短期間でさらに高性能な次世代の「先生」役AIを効率的に構築し、1兆パラメーター規模の
LLM開発の加速を目指します。

Q    「Sarashina mini」は社内でトライアルを進めているとのことですが、 
商用化に向けた手応えはどうですか?

確かな手応えを感じており、当初の目標であった2025年秋の商用化に向けて、着実に準備を
進めているところです。日常的に「ChatGPT Enterprise」や「Gemini」といった最先端のAIを
使いこなすソフトバンクの社員は目が肥えているため、正直に言うと、最初の社内からの反応は
厳しいものでした。しかし、それはSB Intuitionsにとって非常に価値のある意見であり、社員か
ら寄せられる高いレベルの要望も参考に、ほぼ毎週アップデートを繰り返してきました。その結
果、社員の満足度は着実に向上しており、プロダクトとして良い方向に向かっていると実感してい
ます。

競争優位性と「マルチLLM戦略」

Q   海外製のLLMが浸透する中、改めて「Sarashina」の強みはどこにあると 
考えていますか?

「Sarashina」の強みは、「日本の言語や文化に根差した高品質なLLM」であること、そして「ソ
ブリンAI」 を実現できることです。
国産LLMであり、「日本の言語や文化に根差した高品質なLLM」だからこそ、日本語の複雑な

ニュアンスや文脈を正確に理解し、言葉遣いや専門タスクに適切に対応できます。例えば、AIが
生成してはいけない不適切な表現や、見せてはいけない情報を制御する「ガードレール」のあり
方は、国や文化によって大きく異なります。著作権に対する考え方一つをとっても、国によって
基準が異なります。こうした法規制や社会通念、さらには日本語を母国語とする人々の感情にま
で配慮したきめ細やかさは、国産LLMだからこそ実現できる強みです。この国産LLMを基盤と
して、顧客企業ごとの業務に寄り添う真にカスタマイズされたAIへと進化させ、顧客企業のビジ
ネスに深く貢献したいと考えています。こうした取り組みはすでに始まっており、例えば、中外
製薬㈱とは、新薬開発のスピードアップを目指し、製薬産業に特化したLLMやAIエージェントを
共同で開発しています。また、㈱みずほフィナンシャルグループとは、金融に特化したLLMの共
同研究開発を開始しています。
「ソブリンAI」であることは、AIが事業の中核を担うようになった場合、より重要性を増します。
海外のLLMへの依存は、企業の機密情報が意図せず国外に渡ってしまう懸念だけでなく、事業
の継続そのものに関わる深刻なリスクを伴います。例えば、製造業の生産ラインをAIがコント
ロールしている場合、ある日突然、海外の法律や国際情勢の変化によってAIの利用が制限され
れば、工場のラインが止まってしまうといった事態も起こり得ます。ソフトバンクは、この課題を
解決するために「技術」「データ」「運用」の三つの主権と自国の「法規」を重視しています。自社
でLLMを開発し、どのようなデータをLLMに学習させるのかをコントロールする「技術主権」、
お客さまのデータを国内のAIデータセンターで安全に管理する「データ主権」、そのインフラを
国内の事業者が管理する「運用主権」、そしてAIの利用や開発に関するルールを、日本の法律や
倫理観に基づいて定める「法規」。これらの要素を満たすソブリンAIを構築することにより、機密
情報を扱う政府、大学、研究機関、そして企業の皆さまのニーズに高いレベルで応えることがで
きます。
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導権を握るという強い決意があります。ソフトバンクが構築する国産LLMやAIデータセンターな
どの「デジタル公共インフラ」は、国内の巨大な市場を開拓し、そこで多様なサービスを展開する
ための基盤です。これにより、ソフトバンクの新たな成長機会を創出していきます。

Q   AIインフラの構築には巨額の投資が必要だと思いますが、 
投資回収をどのように考えていますか?

ソフトバンクの戦略は、インフラが全て完成してから収益化するのではなく、そのインフラ 

構築の過程で、AIソリューションやクラウドサービスといった個々の事業で着実に収益を上げ 

ながら進めていくというものです。これは、日本の私鉄のビジネスモデルをイメージすると 

Q   ソフトバンクはさまざまなLLMを取り扱う「マルチLLM戦略」を掲げて 
いますが、「Sarashina」をどのように使い分けるのですか?

ソフトバンクの「マルチLLM戦略」は、顧客企業が扱う情報のレベルに応じて、最適なAIを使い
分けるという考え方に基づいています。
一般的な情報の要約や文章生成などは、優れた海外製のLLMを活用することも有効な選択肢

です。一方で、社外秘情報や機密情報を扱い、業務の国内特性や情報の秘匿性が高まるほど、国
産LLMの重要性が増していきます。日本の法律特有の言い回しや商習慣といった背景まで深く
理解している「Sarashina」こそが、こうした業務でその真価を発揮します。さらに、業界の専門
知識が必要な場合は、「Sarashina」を基盤に各業界向けにカスタマイズしたモデルやAIエージェ
ントを提供していきます。そして、国益に関わるような最も機微なデータを扱う場合は、政府認
証などにも対応可能な、真の「ソブリンAI」として活用することを想定しています。
このように、「マルチLLM戦略」とソブリンAI戦略は一体不可分です。ソフトバンクが顧客企業
のパートナーとしてAI活用の全体をマネージすることで、顧客企業は海外製AIの利便性を享受
しつつも、重要なデータや業務は「Sarashina」を中心とした最適な国産LLMで守ることができ
ます。多様な選択肢を提供しつつ、その中心に国産の安全な選択肢をしっかりと持つこと。これ
こそが、ソフトバンクの目指すソブリンAIのアプローチです。

未来を創るソブリンAI構想

Q   ソフトバンクが「ソブリンクラウド」・「ソブリンAI」を構築する意義を 
どのように考えていますか?

この取り組みは、ソフトバンクが将来にわたって成長するための、新たな事業基盤を構築する
ものです。かつて日本の通信事業者は、自社のネットワーク上で、自社のサービスやネットワー
クに最適化された端末や、独自のコンテンツ配信サービスを提供するなど、強力なプラットフォー
マーとしての地位を国内で築いていました。しかし、グローバルなスマートフォンのOSやアプリ
ストアが登場したことで、その主権は海外のプラットフォーム事業者に移り、結果として日本の富
が海外へ流出する「デジタル貿易赤字」が拡大しました。この、プラットフォーマーとしての地位
を手放してしまった過去の苦い経験こそ、AI時代において繰り返してはならない反省点です。AI

が社会の根幹を担う今、この教訓を生かし、国益を守りつつ、次こそは自分たちの手で事業の主
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わかりやすいかもしれません。彼らは、線路というインフラを最後まで引ききってから収益化を
考えるのではなく、路線を延伸する過程で、駅ビルを建設してさまざまなサービスを提供したり、
沿線の住宅地を開発したりすることで収益を上げてきました。ソフトバンクも同様に、この長期
的な開発視点と短期的な事業性の両立こそが、持続的な成長を実現する鍵だと考えています。

Q   DeepSeekのような新興企業が少ない資金で高性能なモデルを 
開発するなど、技術進化の速さから投資回収を懸念する声もありますが、 
このリスクをどう考えていますか?

ソフトバンクでは、DeepSeekのような業界の動きをリスクではなく、むしろ戦略の正しさを証
明する好機だと捉えています。

DeepSeekの事例は、AI開発の最先端の動向を示す好例であり、SB Intuitions内でも注目し、
詳細な分析を行いました。従来、基盤モデルが基本的な学習を終えた後の「チューニング（調整）」
では、人間が作成した問いと答えのセットをAIに学習させるのが一般的でした。しかし、彼らの

アプローチの優れた点は、この問いと答えのセット自体を人間ではなくAIに生成させ、効率化し
ている点です。これにより、答えが一つに定まる数学のような論理的な推論能力を、非常に効率
的に高めることに成功しています。この「AIでAIを鍛える」という手法は、SB Intuitionsが推進
してきた「先生役のAIが生徒役のAIを育てる」という開発戦略の有効性を、まさに証明するもの
です。
しかし、ここで重要なのは、このチューニング手法も、その土台となる強力な「先生」役のAI、
つまり高性能な基盤モデルがあって初めて可能になるという点です。この基盤モデルをゼロか
ら構築し、さらに継続的に進化させていくためには、やはり大規模なAI計算基盤への投資が不
可欠です。モデルの性能を左右する根幹部分の開発競争においては、依然として、AI計算基盤
の規模と質が勝負の鍵を握っています。
ですから、こうした業界の動きは、ソフトバンクが大規模なAI計算基盤へ投資し、高性能な基
盤モデルを開発していることの重要性を、かえって浮き彫りにするものです。今回のDeepSeek

が示した技術の進化は、ソフトバンクの戦略にとってリスクではなく、むしろその正しさを証明す
るものなのです。

Q   ソフトバンクの企業価値向上に向けて、 
SB Intuitionsはどのように貢献していくのでしょうか?

SB Intuitionsが開発する国産LLMは、ソフトバンクの今後の成長をけん引する、高付加価値な
独自技術になると考えています。ソフトバンクは、国内最大級となるAI計算基盤の構築に大規模
な投資を行っており、北海道や大阪府に巨大なAIデータセンターの開設も計画しています。SB 

IntuitionsのLLMと、ソフトバンクの最先端のAIインフラが一体となることにより、他社にはない
競争優位性を持つ「ソブリンAI」「ソブリンクラウド」が実現します。
これまでのソフトバンクは、世界中の優れた製品・サービスをいち早く取り扱い、消費者・企業
に広げていくことを得意とする事業者でした。これからはその強みに加えて、社会の基盤となる
技術を自ら創造し、新たな市場を切り拓く「ものづくり」の能力を持った会社へと進化していきま
す。SB Intuitionsの挑戦が、グループ全体の持続的な成長と企業価値の向上につながるものと
確信しています。

* 蒸留： 大規模で高性能なAIモデルで学習データを生成し、より小規模で軽量なモデルを高性能化・最適化する技術
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「AI-RAN」：モバイルネットワークをAIのネットワークに進化

「AI-RAN」とは、アンテナ設備や基地局などで構成されるRAN（Radio Access Network：無
線アクセスネットワーク）とAIを同一のハードウエア基盤上で統合するという技術コンセプト（右
図参照）です。
従来のRANは高価な通信専用のハードウエアで動かしていました。その機能を、複雑な計算
の同時並行処理が得意なGPUを用いてソフトウエア上で実現するとともに、そのGPUを推論な
どのAIアプリケーションの提供にも活用しようというのが基本的な考え方です。RANの機能を
相対的に安価な汎用サーバー上で動かすことにより、コストメリットとネットワークの拡張性が得
られます。さらに、AIアプリケーションの提供による収益化で設備投資効率を向上させるという
狙いもあります。当社は、この実現に向けて、2019年から米NVIDIAとの緊密な連携を進めて
きました。

主な特長①：モバイルサービスの競争力強化と消費電力の大幅な低減
AIを搭載していない現状のRANでは、基地局ごとに通信エリアを調整しているため、通信エ

リア内で急激にトラフィックが増えた場合に、電波や電力の利用状況に偏りが生まれていました。
結果として、局地的に通信品質が劣化するといった課題や、電力消費が効率的にならないといっ
た課題があります。「AI-RAN」では、隣接した基地局のAI同士が自律的に連携するため、電波の
効率的な利用につながり、時々に応じた最適な通信環境の提供が可能になります。さらに、基地
局間で計算リソースを融通し合うことができるようになるため、消費電力の大幅な低減にもつな
がります。

主な特長②：分散型AIデータセンターの実現
モバイルの基地局付近にGPUを設置し、モバイルネットワークを分散型のAIデータセンター

に進化させます。現在のAIの計算処理はインターネットを介してクラウド上で行われることが主
流ですが、応答速度が数百ミリ秒かかってしまいます。しかし、モバイル基地局付近にGPUが設
置され、ユーザーに近い位置でAIの計算処理が行われるようになれば、応答速度が数十ミリ秒
となり、大幅に短くなります。これにより、例えば、自動運転車のカメラ映像を基に道路状況をリ
アルタイムで分析し、瞬時に判断を下すといったことが可能となります。また、閉域ネットワーク
内でデータを扱うため、高い安全性が確保できるというメリットもあります。

主な特長③：新たな収益源の創出
RANとAIを同一のハードウエア基盤上で統合することにより、RANの運用に計算リソースを

割り当てていないときは、その余剰の計算リソースを外販することが可能となります。計算リ
ソースは、モバイルトラフィックのピーク時に備えて上限を設けているため、多くの時間帯で余
裕があります（下図参照）。この計算リソースを、推論などのAIアプリケーションとして提供する
ことで、新たな収益源を創出します。

分散型AIデータセンターの実現と新たな収益源の創出

「AI-RAN」：同一のハードウエア基盤上でRANとAIを統合

同一のハードウエア基盤上で運用
（汎用のGPU ＋ CPU）

RAN
（無線アクセスネットワーク機能）

AI
（推論等のアプリケーション）

小型のAI計算基盤
（基地局に設置）

AI計算基盤のリソース利用率

新たな
収益源へ

AIアプリケーションの
提供

（推論等）

RANの運用

モバイルネットワークを
分散型の小型AIデータ
センター網へ進化

0：00 12：00 24：00
時間

「AI-RAN」の取り組み
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Q  先端技術研究所が設立された経緯と概要を教えてください。

2022年4月に先端技術研究所を設立しました。当社では元々、新しい技術を導入したサービ
スを世の中にいち早く展開することを得意としてきました。その一方で、「研究開発」は事業から
少し遠い活動だと捉えられており、必ずしも積極的ではありませんでした。ビジネスのスピード
感を重視する中で、必要な技術はそれを持つ企業への投資や買収によって獲得することが有効
な選択肢だと捉えていたことが、その背景にありました。しかし、現社長の宮川がCTO（Chief 

Technology Officer）だった時代に「研究開発は会社の未来に向けた重要な投資である。ちゃん
とやるべきだ」という方針を示しました。この方針を受けて、2016年に先端技術開発本部を組織
し、私が本部長となりました。
先端技術開発本部時代の主な成果としては、空飛ぶ基地局「HAPS*1」の研究開発を挙げるこ

とができます。当社は、HAPSの研究開発で世界をリードしており、関連する米国特許権の保有
件数では世界最多*2となっています。また、2018年には自動運転とMaaS（Mobility as a 

Service）の時代を見据えて、トヨタ自動車㈱との共同出資会社であるMONET Technologies㈱
の設立をリードし、交通の未来の創造と社会課題の解決に取り組んでいます。

2021年4月に宮川が社長に就任したことに伴い、2022年4月には社長直轄組織となり、「先端
技術研究所」に名を改めました。現在では、「AI-RAN」や「HAPS*1」、自動運転、量子コンピュー
ターなどのテーマで、70を超えるプロジェクトが進行し、150人超のメンバーが従事しています。

*1  HAPS（High Altitude Platform Station）：成層圏を長期間飛び続ける無人航空機を通信基地局のように運用し広域エリアに通信
サービスを提供するシステムの総称

*2  PatSnap社の「PatSnap Analytics」を用い、CPC（Cooperative Patent Classification）H04B7／18504が付与された権利存続
中米国特許権を案件単位で集計（2025年5月8日時点）

Q  ソフトバンクの先端技術研究所と他社の研究所との主な違いは何ですか?

一つ目は、研究所としてのゴール設定の違いです。当社の先端技術研究所では、「技術を市場
に出す」、つまり「事業創出」までをゴールとして設定しています。この点が他社と大きく異なり
ます。多くの他社の研究所では、博士号を取った研究員が何百人といて、自らの興味に基づいて
研究を進め、論文を発表することが評価につながるといったことが一般的ではないかと思いま
す。もちろん、当社でも論文を出すことを評価し、学会で最優秀論文として選ばれているケース
が多々ありますが、それが最優先ではありません。
二つ目は、研究員に対する事業創出への動機づけです。例えば、私はよく研究員に「技術を開
発するだけでなく、その技術がどのように収益を生むのか、常に考えろ。PL（損益計算書）を描
け」と言っています。研究員がその技術に最も詳しく、最も思い入れがあるわけですから、その
研究員に簡易的な事業計画を描かせてみるのです。どのようなビジネスモデルにするのか、ど

「技術の羅針盤」として事業創出に
挑む先端技術研究所の戦略

執行役員 兼  
先端技術研究所 所長

湧川 隆次

  先端技術研究所 所長インタビュー
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トラフィックを処理できるほどには、技術として成熟していないというのがわれわれの評価でした。
では、今後どうすれば仮想化が実現できるのかを考えたときに、着目したのがGPUでした。

GPUはグラフィックス処理で培われた技術を有しており、その並列処理能力が膨大な無線機の
信号処理に適していると考えたからです。当初はGPUの性能が十分ではなく、なかなか思うよ
うなパフォーマンスがでませんでした。実現に向けて試行錯誤を続けていたところ、米NVIDIA

が高性能なGPUを搭載したAI計算基盤を発表したので、「これを使ってAIで無線機の信号処理
を行う仕組みを作れば、凄いものができるのではないか」という仮説ができました。これが「AI-

RAN」のコンセプトが誕生した契機です。

Q  米NVIDIAとの密接な連携に至った経緯を教えてください。

米NVIDIAとの連携のきっかけは、超低遅延という5Gの特長を生かしてクラウドゲーミング
サービスを提供しようというプロジェクトから始まりました。そのプロジェクト自体はあまりうま
くいかなかったのですが、同社との関係を深めるきっかけとなりました。また、昔からの知り合
いが同社に移り、GPUを通信向けに活用する取り組みを進めるということを聞きつけ、一緒に取
り組もうと声をかけました。
よく「孫さん（ソフトバンクグループ㈱ 代表取締役 会長兼社長執行役員）がJensen Huangさ
ん（Founder, President and CEO, NVIDIA）と関係が深いので、孫さんの一言で始まったんで
しょ」と誤解されるのですが、「AI-RAN」はボトムアップで始めたプロジェクトです。同社内でこ
のプロジェクトが立ち消えそうになったときでも、ずっと人・金の両面からリソースを提供し続け、
数年にわたって一緒に取り組み続けてきたので、現場同士の信頼関係は非常に強固です。
このように、米NVIDIAとともに世界をリードできるポジションに至ることができたのは、当社
のカルチャーに依るところが大きいと思います。GPUを通信向けに使うというアイデア自体は、
当社以外も持っていたと思います。しかし、そのアイデアを検証し、「AITRAS（アイトラス）」とい
う「AI-RAN」の統合ソリューションプロダクトを作り上げ、神奈川県藤沢市内ですでに実証実験環
境を実装しているというスピード感は、素早い意思決定を重視し、必要な領域に大きくリソース
を投入するという当社のカルチャーがあったからこそ実現できたと考えています。

のように世の中に出していくのかまで考えておかないと、事業部門に持っていったときにその
技術は事業化されないと考えるからです。
三つ目は、人員構成です。研究所は単に研究員だけで構成されているわけではありません。
約半分が事業開発や法務のメンバーで構成されており、技術と事業の両面から迅速にアプロー
チできることが特長です。研究員が作成した簡易的な事業計画で「いけそうじゃないか」となれ
ば、こういったメンバーも関わり、詳細な検討に入ります。市場規模がいくらなのか、細かな償
却費を積み上げると原価はいくらになりそうなのか、法的にリスクの見落としはないか、といっ
た観点で事業計画をより具体化していくのです。当社は非常にコスト管理が厳密なので、「数十億
円の研究開発予算を追加で下さい」とだけ言っても、なかなか予算確保が難しい部分があるの
ですが、具体的な事業計画を持っていって「数百億円の収益が見込めるので数十億円の事業予
算を付けてほしい」と提案すると、「それだけの事業計画があるのであれば、進めても良い」とい
う意思決定が得られやすくなります。
四つ目は、他社とのパートナーシップの活用です。全て自前で開発する方針ではなく、パート
ナーと組んでスピードや品質を向上させることを重視しています。「事業創出」を念頭に、当社
の研究所がコア技術として取り組むべきことと、パートナーと組むべきところを精査し、スピー
ディーな研究開発を心掛けています。

Q  そのような研究が可能な背景は?

社長の宮川の考え方が背景にあります。私は大学で教員を務め、自動車メーカーの研究所で
も論文を書き、技術開発をずっとやってきたので、以前は「良い技術さえあれば、何もやらなく
ても儲かるのではないか」と思っていました。しかし、当社に入って痛感したのは、「技術は事業
成功のためのトリガーにすぎない。その後にどういったビジネスモデルを作り、どのようにリソー
スを確保して、どう訴求していくかが重要だ」ということです。社長の宮川と長く一緒に働く中で
この考え方を学び、先端技術研究所の所長として実践している形です。

Q   「AI-RAN」というコンセプトはどのようにして生まれたのでしょうか?

「AI-RAN」のコンセプトは、仮想化（通信専用のハードウエアで行っていた処理をソフトウエア
で実現すること）の際に発生する膨大な計算処理に対処する過程で生まれました。

2019年に楽天モバイル㈱が、同社のネットワーク上で仮想化を実現したと発表し、通信業界では
大きな話題となりました。仮想化は、モバイルトラフィックの需要に応じて基地局を柔軟に拡張できる
という観点やコストの観点、機能追加がソフトウエアアップデートで容易に可能であるという観点など
からメリットが大きいのですが、二千数百万件（当時）のスマートフォン契約数を有する当社の膨大な

神奈川県藤沢市内に実装した「AI-RAN」の実証実験環境
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Q    「AITRAS」の概要と、それがソフトバンクの成長にどう寄与していくのか、 
お考えをお聞かせください。

2024年11月に発表した「AITRAS」は、私たちが提唱する「AI-RAN」のコンセプトを具現化し
た当社オリジナルの統合ソリューションです。下記の図は「AITRAS」を構成する要素ですが、さ
まざまなパートナー企業と協業しながら作り上げていることがお分かりいただけると思います。
無線機とRAN L2／L3ソフトウエア*3を富士通㈱に、仮想化基盤*4の一部を米Red Hatに、基盤
となるハードウエアとして用いるAI計算基盤などを米NVIDIAに協力してもらっています。これ
は、「全て自前で開発する方針ではなく、パートナーと組んでスピードや品質を向上させること
を重視する」という、われわれの方針がよく表れている例ではないかと思います。
一方で、通信事業者としての品質や運用効率を担保するために、システム全体の最適化を行う

オーケストレーターや、NVIDIA AI AerialプラットフォームをベースとしたRAN L1ソフトウエ
ア*5などは、当社が主体となって開発しています。この連携により、キャリアグレード（通信事業
者として求められる高い品質水準）の安定性と性能、省電力化、AIおよびRANへの効率的な計算
リソースの配分を前述の実証実験環境で実現しています。
この「AITRAS」の開発によって当社の成長に貢献できる要素は主に二つあります。一つは、自
社のモバイルネットワークインフラに「AITRAS」を導入することで、モバイルネットワークを「AI

ネイティブ」なものにしていきます。隣接した基地局のAI同士が連携して自律的に最適な通信品
質を提供できるようになるほか、モバイルネットワークを小型のAIデータセンターとすることで

計算リソースを外販できるため、新たな収益源を生み出せると期待しています（  P29）。もう一
つは、この「AITRAS」をグローバルの通信事業者へ外販していくということです。これまで通信
業界では、ネットワーク投資をコスト削減の観点から考えがちで、通信業界のイノベーションの
停滞が懸念されていました。しかし、「AITRAS」では、通信インフラを用いてAIによる新たな収
益（アップサイド）を生み出す可能性が拓けます。これは投資を促進し、通信業界全体の持続的な
発展とイノベーションの再活性化に貢献できる、非常に前向きなアプローチだと考えています。
自社ネットワークへの導入およびグローバルの通信事業者への外販は、最短で2026年度中を目
指して取り組んでいきます。

*3 RAN L2／L3ソフトウエア：データ送受信の交通整理を行うソフトウエア
*4 仮想化基盤：通信専用のハードウエアではなく、汎用サーバー上で通信機能などを動かすためのシステム基盤
*5 RAN L1ソフトウエア：通信の最も基本的な部分を担う、電波の送受信など物理的な信号処理を担うソフトウエア

Q  2024年2月に「AI-RAN Alliance」を設立しましたが、その狙いは?

「AI-RAN」のコンセプトは非常に大きな可能性を秘めていますが、通信事業者である当社だけ
では実現までに時間がかかってしまいます。そこで、基地局ベンダーなどを巻き込んで業界全
体でまとまり、大きなイノベーションを起こしていこうということで「AI-RAN Alliance」を立ち
上げました。特に、Nokia（フィンランド）やEricsson（スウェーデン）、Samsung（韓国）といった
大手基地局ベンダーにも参加してもらうことが重要でした。なぜなら、通信事業者としては、基
地局ベンダーに健全な競争を行ってもらい、最適な技術を柔軟に選択できるということが大事
だからです。こういったアライアンスに基地局ベンダー3社が初めから参加するということは非
常に珍しいことです。しかし、「AI」という誰もが無視できないテーマ性を訴求するとともに、わ
れわれが先行して開発してきた、実際に実証環境で動いている「AI-RAN」の成果を示すことで、
たった3カ月程度で彼らを説得し、Founding Memberになってもらうことができました。その
結果、2024年2月のMWC Barcelona 2024（世界最大級のモバイル関連の展示会）で「AI-

RAN Alliance」を大々的に発表した際には、大きな注目を集めることができました。
また、Alex Jinsung Choi氏の「AI-RAN Alliance」への参画も、業界では驚きをもって受け
止められました。同氏は、「O-RAN （Open RAN） Alliance」において、2022年6月から2024

年6月までの2年間議長を務め、そのリーダーシップで業界のイノベーションをけん引してきた
人物です。その彼を、私自ら「AI-RANやろうぜ」と口説き落としたのです。
この「AI-RAN Alliance」の発表から1年以上が経ち、100を超える企業／団体が参加（2025

年7月現在）するまでに成長しました。今後も増加を見込んでおり、エコシステムが急速に拡大し
ていっていると実感しています。素晴らしい枠組みができましたので、業界全体で「AI-RAN」へ
の取り組みを加速させていきたいと思います。

「AITRAS」を構成する要素と開発企業

AI計算基盤
（NVIDIA GH200 Grace Hopper Superchip）

無線機

仮想化基盤

RAN L2／L3ソフトウエア

RAN L1 ソフトウエア

Edge AI

オーケストレーター

ソフトバンク

AITRAS

NVIDIA AI
Enterprise NVIDIA AI Aerial

ソフトバンク

NVIDIA

Red Hat

富士通
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Q 「AI-RAN」以外で、期待している先端技術研究所の研究領域は?

「AI-RAN」以外でこれから特に期待しているのは、「光無線通信」と「量子コンピューター」
です。
「光無線通信」は、従来の通信用の電波と比べ、より高速大容量かつ低遅延な通信が実現でき
ると期待されている技術です。また、非常にビームが細いことにより、干渉が発生しにくく、通信
の際には傍受されにくいという特長があります。この技術を導入すると、地上と低軌道衛星の間
のみならず、低軌道衛星とHAPS*1間でも大容量の通信が実現できますので、より自由で柔軟
な通信ネットワークを宇宙空間に構築できるのではないかと考えています。
「量子コンピューター」については、私たちが量子コンピューター自体を開発するのではなく、
現在利用可能な量子コンピューターを徹底的に使いこなし、「何ができるのか」を深く理解しよう
としています。実際に使ってみると、まだ実用には課題が多いと感じていますが 、技術革新のス
ピードが非常に速いので、2030年頃までには商用化につながる道筋をつけたいと考えて研究
開発を進めています。

Q  ソフトバンクの中長期の成長に向けた意気込みを教えてください。

中長期の成長に向けた先端技術研究所の役割は、ソフトバンクという大きな船が進むべき未
来を示す「技術の羅針盤」になることだと考えています。当社は、かじ取りがすごく早いことに
定評があると思いますが、規模も大きくなってきたので、実際に方向転換するには時間がかか
ります。先端技術研究所がミスや失敗を恐れずに先導し、他社の後追いではなく自分たちで新

しい技術を作っていく中で、未来に何があるのかを見極めながらガイドしていきたいと思ってい
ます。
また、今後の中長期的な成長のテーマとなる「シーズ（種）」をより多く出していくことも役割
だと思っています。「AI-RAN」のように、将来の事業の柱となりうる「種」を見つけ出し、育て、事
業化への道筋をつける、すなわち「0を1にする」ことが役目です。それを事業部門が「1から10、
100」へと大きく成長させていくことにつながるのです。2001年からのADSL技術によるブロー
ドバンドの普及や、2008年のiPhone 3Gの日本初導入のように、技術の力で世の中の常識を変
え、その中で新たな市場を創り出してきたのが当社のDNAだと考えています。この研究所から
次々と新しい事業の種を生み出し、社会実装につなげることで、常に社会に新しい価値を提供し、
中長期的に成長し続けるための原動力となりたいと考えています。
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基本方針

当社は、役員・従業員、グループ会社の一人一人が遵守すべき「ソフトバンク行動規範」の中で、
「知的財産権の重要性を認識し、他者の知的財産権を尊重するとともに、自社の知的財産権の適正
な保護および活用の推進」を宣言しています。他者の知的財産を尊重しつつ、知的財産の積極的な
創造・保護・活用に努めることにより、企業価値を向上し、ひいては社会全体の産業発展に寄与する
ことを基本方針とした「知的財産戦略」を掲げ推進しています。
知的財産戦略は、事業戦略、技術戦略 （研究開発） および営業戦略などの礎となるものであり、

継続的に活性化することで当社サービスの競争力を高め、顧客の維持拡大に貢献するとともに、競
合他社に対する優位性の確保につながると考えています。この知的財産戦略に基づき、当社はAI

やIoTなどの最先端テクノロジーを最大限に活用したデジタルシフトを自ら実践し、社会やあらゆる
産業におけるDX推進の旗振り役となることで、社会課題の解決に取り組んでいます。さらに、こ
れらの知的財産を戦略的に活用することでイノベーションを加速し、持続的で豊かな社会の実現に
貢献していきます。

体制

基幹事業である通信事業に加え、最先端テクノロジーやビジネスモデルを活用した新規事業拡大
を積極的に推進するためには、知的財産権を含むコンプライアンス遵守のための一貫した高い倫
理観や責任感の浸透がより一層求められます。
知的財産権を管理する知的財産部門では、事業戦略、技術戦略 （研究開発） および営業戦略など

を担う各部門と連携を強化し、知的財産戦略を推進しています。また、コーポレート・ガバナンスの
高度化と実効性担保の観点から、知的財産に関するリスクコントロール機能に加え、業務執行を戦略
的かつ効率的に支援するための社内連携体制を、多角的な視点から構築しています。

主な取り組み

グループの知財ガバナンス強化および知財人材の育成
当社は、グループ一体となった知財ガバナンス体制の構築を推進するため、知財ガバナンス基準

を策定し、対象子会社および関連会社に対して、定期的に企業フェーズに合わせたアセスメントを
行っています。また、グループ企業各社の独立性を担保しつつ知的財産業務のノウハウを共有する
ことにより、グループ全体としての知的財産戦略の深化・拡充を目指して、「知的財産実務ワーク
ショップ」をソフトバンクグループ㈱とともに主催しています。加えて、主に大学生・大学院生向けに
知的財産に関する啓発を推進するため、東京大学先端ビジネスロー国際卓越大学院プログラムに
おいて、2019年から「ソフトバンク法務の実務的課題と対応」と題して当社の知的財産戦略に関す
る講演を行っています。
さらに、事業会社を設立する場合には、設立前の知財デューデリジェンスから設立後の知財関連

規程整備、知財人材育成、権利化促進等を通じて、国内外の最先端テクノロジーを用いた新しいビ
ジネスモデルの早期実装を目指すとともに、知的財産を創出し活用する機会の拡大を後押ししてい
ます。

先端技術分野における特許戦略
当社は、国内外合わせて約2,000の特許を保有しています。その特許権が保護する発明は、モ

バイル通信技術だけではなく、AI技術や電池関連技術など多岐にわたります。近年では特に、
HAPS*や「AI-RAN」（  P29）といった先端技術分野において、積極的に研究開発を進めていま
す。これらの分野における競争優位性を確立し、将来の事業展開を有利に進めるため、関連する発
明の特許出願にも注力し、知的財産ポートフォリオの強化を図っています。

* HAPS （High Altitude Platform Station） ：成層圏を長期間飛び続ける無人航空機を通信基地局のように運用し広域エリアに通信サー
ビスを提供するシステムの総称

社員の優れた発明を表彰する「SoftBank Award 特許賞」の新設
会社全体で独創性の高い優れた発明を生み出す企業風土を醸成するとともに、知的財産の活用を促進する
ための新たな取り組みとして、2022年度に「SoftBank Award 特許賞」（以下、特許賞） を新設しました。特
許賞は、優れた発明を行った社員を社長自らが表彰する制度です。審査においては、当該特許が現在または
将来の事業にどの程度貢献するかという事業貢献性が重要な
基準の一つとなっており、単に技術として優れているだけで
なく、事業戦略と密接に結びついた価値ある発明が高く評価
されています。
当社は、この特許賞をはじめとするさまざまな施策を通じ
て、知的財産を重視する企業文化を一層強化し、競争優位性
の確立と持続的な企業価値の向上に努めます。 2024年度授賞式の様子

事業企画部門 営業部門研究開発部門
技術戦略 事業戦略 営業戦略

「Beyond Carrier」戦略

新領域ビジネス
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既存ビジネス

コーポレートアイデンティティ確立 データ連携基盤強化新技術の社会実装推進 グループガバナンス強化・人材育成

知的財産部門

リスク
低減

機会
拡大
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